
 

  貸 借 対 照 表（平成 16 年 3 月 31 日現在）           単位：百万円 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産 111,184 流 動 負 債 85,300 

現 金 預 金 22,490 支 払 手 形 9,205 

受 取 手 形 13,334 工 事 未 払 金 38,444 

完 成 工 事 未 収 入 金 36,479 短 期 借 入 金 14,000 

有 価 証 券 13,872 ｷｬｯｼｭ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ借入金 5,560 

未 成 工 事 支 出 金 19,368 未 払 金 1,175 

材 料 貯 蔵 品 333 未 払 費 用 985 

短 期 貸 付 金 471 未 払 法 人 税 等 3,089 

前 払 費 用 385 未 成 工 事 受 入 金 11,047 

繰 延 税 金 資 産 2,665 預 り 金 1,413 

そ の 他 流 動 資 産 1,904 完 成 工 事 補 償 引 当 金 42 

貸 倒 引 当 金 △ 123 そ の 他 流 動 負 債 335 

    

固 定 資 産 87,264 固 定 負 債 42,578 

有 形 固 定 資 産 50,424 退 職 給 付 引 当 金 42,058 

建 物 ・ 構 築 物 25,943 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 461 

機 械 ・ 運 搬 具 421 そ の 他 固 定 負 債 58 

工 具 器 具 ・ 備 品 944   

土 地 23,100 負 債 合 計 127,879 

建 設 仮 勘 定 14   

    

無 形 固 定 資 産 1,101 （資本の部）  

ソ フ ト ウ ェ ア 831 資 本 金 7,901 

そ の 他 無 形 固 定 資 産 270 資 本 剰 余 金 7,889 

  資 本 準 備 金 7,889 

投資その他の資産 35,737 利 益 剰 余 金 57,681 

投 資 有 価 証 券 8,107 任 意 積 立 金 54,974 

関 係 会 社 株 式 2,970 圧 縮 記 帳 積 立 金 1,454 

長 期 貸 付 金 6,901 別 途 積 立 金 53,519 

破産債権、更生債権等 1,633 当 期 未 処 分 利 益 2,707 

長 期 前 払 費 用 139 株 式 等 評 価 差 額 金 674 

長 期 繰 延 税 金 資 産 15,929 自 己 株 式 △ 3,577 

そ の 他 投 資 等 3,395   

貸 倒 引 当 金 △ 3,339 資 本 合 計 70,569 

    
資 産 合 計 198,448 負 債 ・ 資 本 合 計 198,448 

 



 

（注）１．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。 
   ２．重要な会計方針 
   （１）資産の評価基準及び評価方法 
     ① 有価証券 
      (ｲ)売買目的有価証券       時価法（売却原価は移動平均法により算定） 
      (ﾛ)子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 
      (ﾊ)その他有価証券 
        時価のあるもの        当期末の市場価格等に基づく時価法 
                      （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 
        時価のないもの        移動平均法による原価法 
     ② たな卸資産 
      (ｲ)未成工事支出金        個別法による原価法 
      (ﾛ)材料貯蔵品          総平均法による原価法 
   （２）固定資産の減価償却の方法     有形固定資産 建物   定額法 
                              建物以外 定率法 
                       無形固定資産 ｿﾌﾄｳｪｱ  定額法(5 年償却) 
                              その他  定額法 
   （３）引当金の計上基準 
     ① 貸倒引当金 
       売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上している。 

     ② 完成工事補償引当金 
       完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当期末に至る１年間の完成工事高に対す

る将来の見積補償額に基づいて計上している。 
       なお従来、当期末に至る１年間の完成工事高に対して1/1,000相当額を計上していたが、

より実態に即した算定を行うため、当期から過去の実績率を基に算出した見積補償額を計
上する方法に変更した。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、営業利益及び
経常利益が３百万円、税引前当期純利益は１６１百万円多く計上されている。 

     ③ 退職給付引当金 
       従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上している。過去勤務債務（債務の減額）については、その発生時における従業
員の平均残存勤務期間の年数による定額法により按分した額を発生時から費用の減額処
理している。また、数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存
勤務期間の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理して
いる。 

     ④ 役員退職慰労引当金 
       役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規により算出された期末要支

給額を計上している。なお、役員退職慰労引当金は、商法施行規則第４３条に規定する引
当金である。 

   （４）リース取引の処理 
      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
   （５）消費税等の会計処理 
      消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 
   ３．発行済株式の種類及び総数  普通株式  ８３，００５，８１９株 
     自己株式の種類及び保有数  普通株式   ８，２８２，２９４株 
   ４．関係会社に対する短期金銭債権         ８，６９１百万円 
     関係会社に対する長期金銭債権         ６，５７７百万円 
     関係会社に対する短期金銭債務        １１，６９２百万円 
   ５．有形固定資産の減価償却累計額        ２７，４７１百万円 
   ６．重要なリース資産 
      貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している固定資産として機

械・運搬具（高所作業車他）２，３７４台、備品（電子計算機他）３，６８２台がある。 
   ７．保 証 債 務 額                  ５３６百万円 
     保 証 予 約 額                   ８７百万円 
   ８．商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産の増加額 
                            １，０７２百万円 
 
 



 

   ９．貸出コミットメント契約 
      運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関を中心に、貸出コミットメント契約

を締結している。当期末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりで
ある。 
貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄの総額 20,000 百万円 
借 入 実 行 残 高 7,000 百万円 
差 引 額 13,000 百万円 

  １０．キャッシュ・マネジメント・サービス借入金 
      連結子会社を対象にしたキャッシュ・マネジメント・サービスによる借入金を表示してい

る。 
  １１．計算書類等の表示方法 
      当期から「商法施行規則の一部を改正する省令」（平成１５年２月２８日 法務省令第７

号）及び「建設業法施行規則の一部を改正する省令」（平成１５年７月２５日 国土交通省
令第８６号）に基づいて計算書類等を作成している。なお、商法施行規則第４８条第１項に
いうところの「関係会社特例規定」を適用している。 

 
 【 追加情報 】 
   １．未払賞与に対応する社会保険料会社負担額の費用処理方法 
     従来、賞与に対応する社会保険料会社負担額については支出時の費用として処理していたが、

厚生年金保険法等の改正により、平成１５年４月から保険料算定方式に総報酬制が導入された
ことに伴い、重要性が増したため、当期より未払賞与に対応する負担額を費用処理する方法に
変更した。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税引前
当期純利益は４１８百万円少なく計上されている。 

   ２．工事原価区分 
     当期において、営業所の施工体制強化とコスト削減を目的とした、受注・施工体制の一元化

管理の推進及び新会計基幹システムの構築に伴い、間接経費の配賦基準の細分化や新たな個別
工事原価管理制度を導入した。これに伴い、従来、販売費及び一般管理費として処理していた
費用の一部を工事原価として処理することとした。 

     この結果、従来の方法によった場合に比べ、未成工事支出金は１,１５３百万円、完成工事
原価は６,２５１百万円、兼業事業売上原価は１６百万円多く、販売費及び一般管理費は     
７,４２１百万円少なく計上され、また営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は１,１５３
百万円多く計上されている。 

 



 

  損 益 計 算 書（平成 15 年 4 月 1 日から平成 16 年 3 月 31 日まで）   単位：百万円 

科 目 金 額 

営 業 損 益   

売 上 高   

完 成 工 事 高 202,770  

兼 業 事 業 売 上 高 1,250 204,021 
売 上 原 価   
完 成 工 事 原 価 189,581  
兼 業 事 業 売 上 原 価 1,104 190,685 
売 上 総 利 益   
完 成 工 事 総 利 益 13,188  
兼 業 事 業 総 利 益 146 13,335 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  10,908 
営 業 利 益  2,426 

営 業 外 損 益   

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 配 当 金 402  
有 価 証 券 運 用 益 1,751  
そ の 他 営 業 外 収 益 938 3,092 
営 業 外 費 用   
支 払 利 息 140  
そ の 他 営 業 外 費 用 70 211 

経 

常 

損 

益 

の 

部 

経 常 利 益  5,307 
特 別 利 益   
前 期 損 益 修 正 益 69  
固 定 資 産 売 却 益 144  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 114  
完 成 工 事 補 償 引 当 金 戻 入 益 158 487 

特 別 損 失   
前 期 損 益 修 正 損 22  
固 定 資 産 処 分 損 94  
投 資 有 価 証 券 処 分 損 155  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 323  
関 係 会 社 株 式 評 価 損 110  
施 設 利 用 権 評 価 損 134  
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 711  

特 

別 

損 
益 
の 

部 

割 増 退 職 金 523 2,075 

 税 引 前 当 期 純 利 益  3,719 
 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,150  
 法 人 税 等 調 整 額 △ 666 2,484 

 当 期 純 利 益  1,235 
 前 期 繰 越 利 益  89 
 利 益 準 備 金 取 崩 額  1,760 
 中 間 配 当 額  379 
 当 期 未 処 分 利 益  2,707 
   （注）１．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。 
            ２．関係会社に対する売上高          ５３，２１２百万円 
      ３．関係会社からの仕入高           ３７，９４４百万円 
      ４．関係会社との営業取引以外の取引高        ７３９百万円 
      ５．１株当たりの当期純利益             １５円３８銭 
      ６．一般管理費に含まれる研究開発費の総額      ２４６百万円 


